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持や製品原価等の背景はあるが、前記

と同様に医薬品卸にとっては自社の流

通経費すらもらえていない医薬品メー

カーの製品を販売していくのは価格交

渉において自社に利益を残すという選

択肢すらないのが実情である。

　４月以降、医薬品メーカーとして

は「流通改善ガイドラインを邪魔しな

いように」とのことで、市場競争を煽

る要因の一つでもあった規模を追うア

ローアンスをなくす方針をとってきた

が、それは今年度の医薬品卸への流通

経費の削減にも直結してしまった。一

方で、医療機関・保険薬局と医薬品卸

との価格交渉では流通改善ガイドライ

ンの遵守により、一次売差の改善が必

死に行われている。厳しい言い方をす

流通改善ガイドラインを受けて
各セクターはどう行動したか？

医薬品流通未来研究会代表　藤長 義二
（連絡先：yosh6@me.com）

　医薬品卸大手５社のデータを集約し

た資料を掲載する（表）
　５社平均として原価は上昇してお

り、概ね

　対2017 ／４～６比：0.72％

　対2017 ／４～３比：1.34％

　悪化しているものと思われる。

　医薬品流通未来研究会の第４回提言を行いたい。

　今回は、厚生労働省が「医療用医薬品の流通改善に向けて流通関係者が

遵守すべきガイドライン」（以下流通改善ガイドラインとする）を策定し、

2018年４月１日よりこれが適応された中での現状を

　（１）データは物語る

　（２）医薬品メーカーの動向

　（３）医療機関・保険薬局との価格交渉の動向

　（４）医薬品卸の動向

　（５）頻繁な価格交渉についての考察

とテーマを分け、議論した内容をそのまま報告することとした。

　本年、発出された流通改善ガイドラ

インは各医療機関だけでなく、医薬品

卸、医薬品メーカーの全ての流通関係

者が対象となっており、医薬品メー

カーに対しては、「川下取引の妥結価

格（市場実勢価）水準を踏まえた適切

な一次仕切価の提示に基づく適切な最

終原価」「割戻し（リベート）につい

ては流通経費を考慮した卸機能の適切

な評価」との通知がなされている。し

かしながら、実際には薬価改定以降の

医薬品卸に対しての仕切価・最終原価

の提示は各医薬品メーカーの平均値と

してはガイドラインとは反した設定と

なっており、一次仕切価・割戻し（リ

ベート）を含む最終原価は共に上昇と

なり、ガイドラインを遵守した対応と

は言い難い内容となっている。

　医薬品卸と川下である医療機関・保

険薬局との価格交渉では、単品単価取

引契約や医療用医薬品の価値を踏まえ

た交渉が行われたが、医療機関・保険

薬局との間において改善された薬価差

の多くは医薬品メーカーが吸収する形

となった。昨年度の医薬品卸の営業利

益率：0.93％（日本医薬品卸連合会発

表数値より）に対して、最終原価が

1.0％以上の悪化となった今年度は流

通改善ガイドライン遵守と並行し、医

薬品卸にとっては後がない危機的環境

でもあった。

　また、薬価の原価計算方式に流通経

費が含まれていることは周知のことだ

が、医薬品メーカーが医薬品卸に対し

て提示する最終原価が流通経費に満た

ないケースは昨年度より増加傾向に

なっている。医薬品メーカーとしても

薬価改定の影響を受け、製品価値の維

（１）データは物語る

（２）医薬品メーカーの動向

（11ページへ続く）

2016年4~6月
仕切価率

2018年4~6月
仕切価率

仕切価率
比較

新薬創出加算品 89.00％ 89.21％ - 0.21％
長期収載品 86.94％ 87.06％ - 0.12％

ジェネリック 81.93％ 83.19％ - 1.26％
特許・その他 88.16％ 88.71％ - 0.55％

総合計 87.50％ 87.87％ - 0.36％

内資

Ａ社 85.77％ 86.09％ - 0.32％
Ｂ社 86.10％ 86.31％ - 0.21％
Ｃ社 87.73％ 88.06％ - 0.33％
Ｄ社 87.92％ 88.04％ - 0.12％
Ｅ社 88.95％ 89.02％ - 0.07％
Ｆ社 89.95％ 89.33％ 0.62％
Ｇ社 86.74％ 86.97％ - 0.22％
Ｈ社 88.06％ 88.70％ - 0.64％
Ｉ社 86.89％ 87.27％ - 0.38％
Ｊ社 89.74％ 89.93％ - 0.19％

外資

Ｋ社 86.84％ 87.36％ - 0.52％
Ｌ社 87.87％ 88.30％ - 0.43％
Ｍ社 87.60％ 88.80％ - 1.19％
Ｎ社 87.84％ 88.49％ - 0.65％
Ｏ社 87.51％ 88.56％ - 1.04％
Ｐ社 88.78％ 89.35％ - 0.58％
Ｑ社 88.22％ 88.89％ - 0.68％
Ｒ社 87.57％ 88.75％ - 1.18％
Ｓ社 87.34％ 87.98％ - 0.65％
Ｔ社 87.19％ 87.63％ - 0.45％

GE

Ｕ社 82.49％ 81.82％ 0.67％
Ｖ社 83.02％ 86.04％ - 3.02％
Ｗ社 85.48％ 87.16％ - 1.68％
Ｘ社 77.04％ 76.57％ 0.47％
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ると、医薬品メーカーは製品の仕切価

を上げ、医薬品卸への流通経費を削減

したが、結果として自社の製品実勢価

が守られるという流れになっている。

　川上との価格交渉の観点でいうと、

医療機関・保険薬局と医薬品卸との取

引においては未だに長期にわたる〝価

格交渉〟が行われ、長期未妥結という

課題につながっているが、医薬品メー

カーと医薬品卸の仕入交渉では、４月

からの仕入分の価格が１～２カ月前

に〝提示〟がされており〝交渉〟の場

がないことが実情である。当然ながら

医薬品メーカーからの一方的な提示は

薬価改定ごとにしか行われず、年度の

途中で見直されることは基本的にはな

い。

　流通改善ガイドラン発出より半年が

経過したが、流通改善ガイドラインが

何のために行われているのか、川上、

川下のそれぞれの立場でどのように取

り組んできたのかを再度検証していく

必要がある。

　流通改善ガイドラインにおいては、

特別な管理が必要な医薬品、長期収載

品、後発品等カテゴリーごとの特徴を

踏まえた流通改善の取り組みについて

明記されており、医薬品卸は個々の医

薬品の価値を踏まえ、少なくとも前年

より単品単価取引が進展することを前

提に単品単価での価格提示を実践して

いる。

　一方、前述の通り2018年薬価改定に

おける医薬品メーカーの仕切価格水準

は約0.4％、正味原価水準は約１％程

度高まっており、過大な値引交渉の是

正への取り組みと相まって、必然的に

医薬品卸が顧客に対して提示した納入

価格水準は前回に比較して高い傾向に

あった。医薬品卸は顧客に対しこれま

で以上に値付けの背景や根拠を説明

し、市場全体としては不退転の決意の

もと、厳しい価格交渉に臨んでいる。

　しかしながら、未妥結減算制度の対

象となる大病院や保険薬局チェーンに

おいては、医薬品の仕入原価率向上は

経営への影響が少なくなく、医薬品卸

に対し強硬な値引交渉を要求するケー

スもあった。ある病院においては医薬

品卸の営業担当者を呼び出し、携帯電

話を没収して上司との連絡手段を断絶

した上で、取引停止をほのめかせなが

ら値引き要求の即答を迫った実例が

あったと聞く。

　保険薬局チェーンとの価格交渉は熾

烈を極めた。保険薬局チェーンは調剤

報酬改定に伴う調剤基本料ダウンの影

響が大きく、仕入原価水準の上昇は受

け入れがたいものであろう。

は医薬品卸の提示価格を妥結したケー

スや、地方厚生局に価格妥結証明書類

を提出する11月まで交渉を継続する

ケースもあると聞いている。

　また、個店の保険薬局においては、

今後の薬価頻回改定や単品単価取引の

進展を見据え、本来の業務ではない価

格交渉業務の手間を削減するために、

医薬品卸との価格交渉を協同で行う保

険薬局ボランタリーチェーンへ加盟す

る事例が急増している。保険薬局ボラ

ンタリーチェーンは医薬品卸と全国一

律の価格交渉を行っており、僻地や離

島に所在する加盟保険薬局においても

全国一律価格が適応されるため、医薬

品卸が保険薬局店舗に医薬品を届ける

ための流通コストすら確保できない状

況に陥ってしまう。医薬品卸は個店の

保険薬局に、ボランタリーチェーンへ

の加盟により流通コストが補填できな

いことからこれまで通りの取引継続を

お願いするものの、保険薬局ボランタ

リーチェーン本部側から医薬品卸への

取引停止リスクがあるため、医薬品流

通機能の安定性を損ないながらも応じ

ている状況にある。

１．2018年薬価改定に
おける価格交渉の実態

　大病院や保険薬局チェーンにはこれ

までの薬価改定時における経験則か

ら、価格交渉時期が後半になればなる

ほど医薬品卸の値引率がアップすると

いう感覚があろう。冬場のインフルエ

ンザや花粉症など季節商品では経営面

での影響も少なくなく、いわゆる長期

未妥結問題の要因であった。

　流通改善ガイドラインを前提に薬価

改定後早い時期に納入価格水準アップ

を打診した医薬品卸が取引を停止さ

れたという事例も散見されたようで

あり、医薬品卸は大病院や保険薬局

チェーンに対する価格交渉のスタンス

として、概ね７月頃までは流通改善ガ

イドラインに沿った方針を理解いただ

くことを優先とし、具体的な価格提

示は慎重にならざるを得なくなった。

顧客が本格的に医薬品卸との価格交渉

に応じたのは未妥結減算制度の期限が

迫った９月頃ではないだろうか。

　このような背景もあり、保険薬局

チェーンにおいては未妥結減算を回避

するために、納得しないながらも一旦

　そもそも保険薬局は民間法人であ

り、保険薬局チェーンは上場している

企業が多い。営利法人である以上、年

度の経営計画は決算時期を見据え立案

しており、多くは仕入原価率を前年並

みに設定していたであろう。そして、

その水準は総価ベースであり、単品ご

との原価水準は考慮していない。すな

２．流通改善を
阻害している要因

わち、保険薬局チェーンの視点に立て

ば、経営計画を立案した時期には流通

改善ガイドラインについての認識がな

く、仕入原価水準の交渉は前回と同水

準のスライド要求をベースに考えてい

たと思われる。

　このような保険薬局チェーンは、価

格を一旦妥結しても10月以降に医薬品

卸と価格再交渉を行い、年度として経

営計画に基づいた仕入原価率を確保で

きれば良いと考えているのであろう。

しかしながらこの実態は、流通改善ガ

イドラインにうたわれている『頻繁な

価格交渉の改善』に反していると言え

よう。

　保険薬局と医薬品卸間の取引は「取

引基本契約」に基づき行われている。

しかし、ほとんど具体的な取り決めが

ないためにその実効性は低い。また、

病院と医薬品卸間においては、入札を

はじめ価格提示期間や交渉の方法等が

定められており、妥結価格を覚書とし

て締結するケースが多いが、保険薬局

と医薬品卸間の価格交渉においてはそ

のような商慣行は少なく、近代的な取

引であるとは言い難い。

（３）医薬品卸の売上至上主義

　医薬品卸の営業部門における業績評

価には、販売ボリュームに基づく項目

があり、営業部門の視点に立てば顧客

との取引停止は最も回避したいと考え

よう。医薬分業の進展に伴い今や医薬

品卸にとって最大の販売先となった保

険薬局チェーンに対して、医薬品メー

カーからの販売に基づくアローアンス

政策も相まって、適正価格を下回って

でも売上確保を志向してしまう実情が

ある。

３．将来への提言

（１）川上流通における提言

①医薬品卸の原価管理を困難に
するアローアンスの見直し

　そもそも医薬品の製品価値を踏まえ

た単品単価取引を実現するうえでは、

当該医薬品の適応追加や特許満了な

ど、製品価値を見直すイベントがない

限り、基本的な製品価値は変わらない

と言える。したがって、薬価改定を経

ても医薬品メーカーの仕切価率は値上

げする根拠に乏しい。医薬品メーカー

は根拠なき仕切価率の上昇を慎むべき

である。

　また、医薬品卸は医薬品単品ごとに

原価管理を実施し、原価に基づき適正

な利益をマークアップする値付方式を

前提とすべきである。そのためにも、

医薬品メーカーによる販売数量に基づ

き支払われるアローアンスは、事前の

原価管理を困難にしてしまう。医薬品

（１）営利法人としての
　　　　経営計画重視

（２）契約なき保険薬局と
　　　　医薬品卸の取引慣行

（３）価格交渉の動向

（12ページから続く）
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メーカーは販売事後的に確定するア

ローアンス政策を慎み、仕切価格へ転

嫁すべきである。

②流通コストの削減に寄与する
包装形態への移行

　医薬品メーカーが製造する規格に

は、１日３回服薬する医薬品が100錠

包装で流通されるなど、顧客にとって

余剰在庫を必然的に生じるような規格

が多い。流通改善ガイドラインにおい

ても、不動在庫や廃棄コスト増による

経営への影響を考慮した返品条件の明

確化がうたわれており、医薬品メー

カー流通コストの削減に寄与できる箱

出し調剤を可能とする規格の検討をし

ていただきたい。

（２）川下流通における提言

①医薬品卸の価格決裁権限の明確化
　前述のように医薬品卸が原価管理に

基づき適正な販売価格を設定したとし

ても、相対の交渉である以上、過去の

取引関係等により値引額が増減するの

は当然である。医薬品卸の最終的な価

格決裁権は一般的に上位職が担ってい

るが、強硬な値引要求をする顧客に対

してはＭＳレベルでの価格決裁権を明

確にした上で、組織的に対応する必要

がある。

②利益マイナスの取引に対する
医薬品卸の姿勢

　僻地や離島などにおける全国一律の

価格設定は、医薬品卸の流通コストを

全く配慮していないと言わざるを得な

い。これは、流通改善ガイドラインに

おける流通経費等の負担の公平性確保

の観点からも望ましくない。医薬品卸

もそのような取引に対し断る勇気を

持って、取引を検討すべきである。

③契約に基づく保険薬局との取引
価格明示化
　保険薬局は医薬品卸との価格交渉に

おける透明性を確保するためにも、交

渉期間や交渉方法等を明示し、価格妥

結後は医薬品卸と保険薬局間における

取引基本契約に準じ、単品ごとの販売

妥結価格を覚書として締結すべきであ

る。契約期間は未妥結減算制度に基づ

き、毎年度９月末までに１年間の価格

決定を行うことを前提とするが、経営

計画立案時期に応じて医薬品卸とすり

合わせを行うことで仕入原価率の設定

に反映すべきであろう。

④流通コストの明示と公平な費用
負担
　前述の通り医薬品の製品価値に大き

な変更がないならば、基本的には医薬

品卸から医療機関・保険薬局への販売

価格水準も大きな変更は道理に合わな

い。一方で、医薬品卸と医療機関・保

険薬局間には配送回数や至急の配送、

返品基準等、取引に基づく流通コスト

が生じている。医薬品卸は医療機関・

保険薬局との取引条件を明確にし、医

薬品の価格交渉に反映せずに、別途流

通コストを負担してもらう仕組みを導

入してはどうだろうか。

（３）行政への提言

①未妥結減算制度における価格
妥結期間の通年適応

　前述の通り、価格妥結後の10月以降

に価格再交渉が行われている実態があ

る。医薬品の製品価値に変更がない限

りメーカーの仕切価格は変わらないの

であれば、医薬品卸が医療機関・保険

薬局への販売価格を下げる道理がな

い。取引停止をほのめかす顧客からの

強硬な値下げ要請を是正するために

も、妥結価格の通年適応必須化を条件

とした未妥結減算制度を検討すべきで

ある。

②保険薬局ボランタリーチェーン
における調剤基本料の見直し
　保険薬局ボランタリーチェーンにお

いて、本部と加盟店の関係は価格交渉

機能のみにおける協調関係であり、経

営面では同一グループに該当しないた

め、調剤基本料１（41点）を算定して

いる加盟店が多い実態にある。しかし

ながらボランタリー全体の処方箋受付

回数が40万回以上と思われるグループ

があり、調剤基本料のフリーライダー

状態と言えるのではないだろうか。こ

のような状況を踏まえ、調剤基本料の

見直しを検討していただきたい。

　流通改善ガイドラインでは、一次売

差マイナスの解消に向けて、医薬品

メーカーとの仕切価格の交渉について

の指摘があったが、前記のようにほと

んどの医薬品メーカーが対応せず、医

薬品卸の仕切価格および最終原価の悪

化につながった。

　そのような環境の中、医薬品卸連合

会は全国で流通改善ガイドラインの説

明会を実施し、各医薬品卸は医療機

関・保険薬局との「早期妥結の推進」

「単品単価取引の推進」「頻繁な価格交

渉の改善」「医薬品の価値を無視した

過大な値引き交渉の是正」「返品の扱

いや頻回配送・急配のコスト負担に

ついての流通当事者間での事前取り決

め」を推進していくことを目指した。

　200床以上の病院では、システム対

応の理由もあり前年度の納入価を今年

度４月からの暫定価格とするところが

存在する。価格交渉に入った際に暫定

価格を値上げすることは許容しないと

いう先や前年度と同様のスライド率を

要求するところも多々見られた。また

一部の購買代行、交渉代行業者におい

ては、全国のある地域で出された価格

を取り上げて、それに合わせさせるよ

うな要請も行われた。しかし各医薬品

卸とも粘り強い交渉を実施し、全体と

しては値引き率の圧縮につなげること

ができた。病院要望との乖離幅が大き

いところや医薬品卸の最終原価の根拠

について納得できないところは、未妥

仮に半期で1000本であったとしても、

過去の自社実績10本に基づく値付けを

行ったことにより、下期からの全体加

重は大きく影響を受ける。これは過去

の総価交渉ではあり得なかった事例で

ある。品目ごとの医薬品の利益ではな

く、医療機関・保険薬局ごとの利益を

重視した値付けを行った結果である

が、現在の医薬品メーカー仕切価を

ベースにした値付けでは市場実勢価格

との乖離があり、全体加重を引き下げ

るために調整が行われた。

　二つ目は単品単価交渉を行ったとい

うプロセス重視のためだけ単品ごとの

見積もりを実施し、その後は見積もり

を生かすことなく、従来通りの全体の

値引き率を決める交渉に終始したケー

スである。全体の値引き率で合意した

後に、医薬品卸が品目ごとの価値に応

じて単品ごとの値付けを行っている。

これまでとの違いといえば、前年度ま

でのようにカテゴリーチェンジにより

値引き率が動いたとしても、その分を

医薬品卸が補償をするということはや

らないだろう。これをやってしまえば

一律値引きと変わらない。総価交渉の

場合、医薬品卸から見れば得意先ごと

の利益を確定しやすいという背景もあ

るが、薬価制度の趣旨を踏まえれば望

ましくない。最低でも「新薬創出加算

品」「先発医薬品」「長期収載品」「後

発医薬品」「血漿分画製剤」「基礎的医

薬品」「その他除外品」などのカテゴ

リーごとに相場観をすり合わせした上

で妥結し、価値に応じた単品ごとの値

結減算にならないように計算した上で

抗がん剤などの高額薬剤を中心に未妥

結で終了している。今後も年間交渉を

継続するため、まだまだ予断は許さな

い。

　保険薬局では、地域の中小保険薬局

についてはこれまでも大きな問題はな

く、比較的早期に妥結を進めることが

できた。全国を網羅している保険薬局

チェーンと地域保険薬局チェーンにつ

いては、これまでの総価契約から単品

単価取引へ移行する上で各医薬品卸に

単品単価での見積もり依頼を行うケー

スが増えた。その後はおおむね二つの

パターンに分かれている。

　一つ目は単品単価での見積もりを数

回実施し、単品ごとに各医薬品卸から

出された価格を比較して、最低価格を

出した医薬品卸が落札、または従来の

帳合卸に最低価格に合わせるように指

示するケースである。保険薬局では医

薬品メーカーごと、または品目ごとに

基本的な帳合卸を決めているが、欠品

対応を含むさまざまな理由により同一

品目が複数卸から購入されていること

が多い。各医薬品卸は過去の納入実績

がある品目について自社の利益率と数

量を見ながら値付けを行ったが、購入

側から見て安い品目だけを新帳合とし

て選択されたことにより、全体の値引

き率では医薬品卸の想定よりも拡大し

ていく見込みである。

　得意先のある品目の全体使用数量が

（４）卸の動向

（９ページへ続く）
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付けを行っていきたい。

　病院、保険薬局の双方とも個々の医

薬品の価値やメーカーの仕切価が分か

らないことから、前年度妥結率をベー

スにした要請を行ってくることに変わ

りはなかった。しかし厚生労働省医政

局の経済課による流通改善ガイドライ

ンを遵守する旨の協力依頼が行われた

効果により、交渉期限である９月末に

近づくに従って一方的に前年度スライ

ド率を押し付けてくるような交渉は減

少した。だがこれまで年間妥結してい

た先についても、妥結価格への不満も

あったことやカテゴリーチェンジの影

響を極力なくしたいという意向が働

き、半期の妥結先が増加してしまっ

た。「頻繁な価格交渉の改善」につい

ては逆に悪化したといえる。

　返品の扱いや頻回配送・急配のコス

ト負担についてはモデル契約書を参考

に契約を締結することが望ましいが、

４～９月については具体的な進展は見

られていない。医薬品卸の共同配送な

どの流通効率化を含めて、今後の課題

として残っている。

　流通改善ガイドラインでは、「頻繁

な価格交渉の改善」の項で、「未妥結

減算制度の趣旨を踏まえ、交渉回数を

増やさず安定供給などの本来業務に注

力できる年間契約等のより長期の契約

を基本とすることが望ましい」と記載

されている。

　今後、毎年の薬価改定（部分・全

面？）の導入が検討される中で、薬価

調査後の再妥結により価格が調査月の

価格よりさらに下落するケースが多く

なれば、薬価調査と頻回妥結後の市場

価格との整合性が問われてくる。ま

た、現在、価格決定に際しての当事者

間の合意プロセスの前提条件が事実上

「頻回妥結」であるため、医薬品の価

値が変わらない中で断続的に価格が下

落するといった状況が生まれている。

このような「頻回妥結と薬価調査の整

合性」と「頻回妥結と医薬品の価値の

整合性」の２点について考えていきた

い。

　薬価改定が２年に１回の時は、薬価

調査は原則として薬価改定時から１年

半後の９月の市場価格にて行われる。

この９月時点の医薬品の市場価格は、

前年３月末に当事者（保険医療機関・

保険薬局、医薬品卸）だけではなく第

三者の関与（税務・会計）を経て正式

な決算処理を終えた価格をベースに、

翌４月から半年間、さらに医薬品卸と

交渉をした結果の市場価格である。９

月にこの価格を薬価調査することで、

ほぼ正式な市場価格が補足可能となり

その乖離率をもって翌年の薬価改定を

迎えることができた。現在、中医協等

で毎年改定の議論が行われている。頻

回妥結が横行している現在の状況で、

仮に毎年改定が実施された場合どのよ

うな事態が予想されるのであろうか？

　今日の医薬品の価格交渉においては

当事者間（保険医療機関・保険薬局、

医薬品卸）では、遡及値引きの交渉は

行われておらず、あくまで期間を決め

て価格を妥結する。仮に年度の薬価差

を計算する時は、それぞれの期間の薬

価差を足して再計算ということにな

る。妥結の期間であるが１年で妥結す

るケースもあるが、半年ごとに妥結す

るというケースも多い。未妥結減算制

度の導入の副作用により、価格交渉の

厳しい大手チェーン薬局を中心とした

保険薬局では、未妥結による減算を避

けるため「とりあえず」９月末に価格

を決めるも、10月から４～９月分の「と

りあえず」の価格も考慮した上での10

～３月分の価格の交渉に入る事例も見

受けられる。いわゆる「とりあえず妥

結」問題である。

　10月からは４～９月の妥結水準とは

大きく異なる「深堀り」された価格を

求めての妥結交渉となる。ここで問題

となるのが、９月の薬価調査時点での

価格と、とりあえず妥結の価格から「深

堀り」交渉を経た３月末での価格水準

に大きな乖離があった場合である。薬

価調査月以降の再妥結の横行により正

式な市場価格が補足できず「市場価格

を正確に捕捉してその乖離率を次回の

薬価に反映していく」という薬価基準

制度の大原則が揺らぎかねない事態に

なると予想される。

　２年に１回の薬価改定のときは、９

月末の市場価格は一度決算年度を経て

おり、また２年間のうち１年半（期間

の３／４）市場で流通している価格で

あることで、期中に頻回妥結が行われ

ていてもほぼ正式な市場価格が捕捉可

能となっていた。薬価基準制度の原則

（正確な市場価格の捕捉）を堅持する

という観点から今後、もし毎年改定が

実施される場合には、あわせて薬価調

査月以降の価格変更（頻回妥結）も原

則は認められないといったことが付帯

条件として必要になるのではないか？

　一般的には「商品の価値」が種々の

原因で変わった時点であらためて商品

の価値に基づいて当事者間で再検討し

価格の変動が発生する。しかし、医薬

品に限っては期中で医薬品の価値（薬

価、仕切価、適応等）に変動がなくて

も、一旦妥結した価格が再度交渉され

断続的に下落していく場合が多い。こ

の原因の一つは頻回妥結を前提として

交渉をすすめる保険医療機関・保険薬

局サイドと、頻回交渉を見越した上で

当初の値付けを高めに設定している医

薬品卸サイドの両者の価格合意プロセ

スにある。

　医薬品卸は価格の出し惜しみをせず

価値に見合ったベストプライスを最初

から提示するように努める、保険医療

機関・保険薬局は価値の変動がなけれ

ば期中の妥結は１回を前提とする交渉

に努める等、「価値が変わらなければ

価格も変わらない」原則に基づいて価

格決定のプロセスを当事者全体で再検

討することにより、より透明性の高い

医薬品の価値に基づいた価格決定の実

現が望まれる。

〔後記〕
　今回の提言をまとめる作業の中で、

いくつかの極めて初歩的問題について

自問した。それは、

　①利益体系のあり方

であり、

　②医薬品産業の枠組み

であった。

　利益体系について、私見を述べさせ

ていただければ、

　ａ．一次売差

　ｂ．リベート

という一般的な商取引における利益カ

テゴリー以外に、

　ｃ．アローアンス

という独特の利益区分が医薬品メー

カー、医薬品卸間の取引の中でいつの

まにか使われ出し、その存在がどんど

ん大きくなってきた過程がある。ア

ローアンス（一般的には報償金、引当

金）は、医薬品卸の販売価格（実勢価

として薬価に大きく影響）以外の様々

なコストをアローアンスという名目で

補填するもので、その存在は、薬価の

正確性に多大なる影響を及ぼしかねな

いということで、ガイドラインでも指

摘している。

　「過度な優勢」「過度な劣勢」とは、

医薬品メーカーと医薬品卸の関係を表

した1970年代の表現であるが、アロー

アンスという医薬品メーカー裁量権の

拡大は、この表現が、今もなおこの産

業の基本構造であることを示している

のではないだろうか？

　医薬品産業をメーカー、卸、医療機

関保険薬局の３極が構成しているもの

とするならば、健全な産業としては、

正三角形が徐々に拡大していく図を想

像できるはずである。各極が独立性を

もって緊張感のある綱引きをしている

状態である。正三角形が外へ外へ引っ

張り合い拡大し、その外辺にある社

会、消費者、患者がより多くのより良

質なサービスを受けられるものでなけ

ればならないと思う。

　しかし、現実はどうなのか？

　これを想像していくことが、当研究

会の使命であると思っている。

　私たちが投じている小さな石のその

波紋を受け、広範な議論を、特に産業

論を期待したい。

１．「頻回妥結と
薬価調査の整合性」

２．「頻回妥結と医薬品
　の価値の整合性」に
　ついて

（５）頻繁な価格交渉についての考察
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